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44）農地・農業用施設の復旧、営農再開に向けた取組  

［応急期・復旧期・復興前期・復興後期］ 

 

 

 

 

【東日本大震災における状況と課題】 

東日本大震災では、被災地の基幹産業である農林水産業の被害額は阪神・淡路大震災の約 26倍、

新潟県中越沖地震の約 18倍に当たる２兆 3800億円にのぼった。このうち、農林業関係の被害額は

１兆 1200億円、津波により流失・冠水した農地は２万 1480haに及ぶ。 

被災地では、農業の生産基盤となる農地のガレキ撤去や除塩対策、農業用施設の復旧、農業経営

組織への支援などによる早期の営農再開が課題となった。また、農地の復旧に当たっては、単に震

災前の原状に戻すのではなく、ほ場の大区画化や地域農業の担い手への農地の集約など農業の生産

性の向上も課題となった。 

 

【東日本大震災における取組】 

・農地・農業用施設の災害復旧事業（課題①） 

被災地では、国の補助により、ガレキや土砂の撤去、除塩等の農地の復旧、排水路・排水機場等

農業用施設の復旧に取り組んだ。東日本大震災では津波による冠水被害が大きかったことから新た

に除塩事業が創設されたほか、国の直轄事業としても農地の災害復旧が行われた。 

岩手県では、陸前高田市など沿岸８市町村からの要請を受け、農地・農業用施設災害復旧支援隊

を派遣し被害状況を把握、県が代行して災害査定と復旧工事を行った(1)。 

被災３県では、膨大な農地・農業用施設の災害復旧事業を実施するため、国や各都道府県に対し

て、農業土木技術者の派遣要請を行い、延べ９千人月の技術者が応援職員として派遣された（2019

年度末時点）(2)。 

→関連項目：61）応援職員の派遣（応援地方公共団体の取組） 

 

・ほ場の大区画化の推進・他の復興事業との連携（課題①②） 

震災を契機に、より生産性の高い営農を実現するため、復興交付金等を活用して県が事業主体と

なり、農地の復旧とあわせてほ場の大区画化（0.5ha 以上）が進められた。宮城県仙台市「仙台東

地区」では、宮城県と仙台市の要望に基づき、国が直轄災害復旧事業として農地 1900ha を対象に

大区画化工事を行い、営農組織の組織化・法人化も進められた(3)。 

宮城県岩沼市などでは、津波で被災した沿岸部から高台に住宅を移転する防災集団移転促進事業 

と連携した農地整備により、移転元地等を含めた土地利用の整序化が進められた(4)。  

→関連項目：25) 移転元地等の効率的な活用 

 

・代替地の確保による産地の早期再開（課題②） 

宮城県亘理町・山元町のみやぎ亘理農業協同組合は、栽培面積 96ha、生産農家 380戸、販売数量

3,600 トンと、震災前は東北一のいちご産地を形成していた。震災により栽培面積の 96％が被災し

【課題】① 農地・農業用施設の復旧をどのように進めるか  

② 早期の営農再開にどのように取り組むか 

③ 震災後の地域農業の担い手をどのように確保するか 
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【教訓・ノウハウ】 

① 農地・農業用施設の早期復旧、生産性の向上をめざした大区画化を進める 

・ 国や都道府県などの支援により農地・農業用施設の早期復旧を進める。 

・ 農地の復旧とあわせた大区画化により、経営規模の拡大、生産性の向上を図る。 

・ 防災集団移転促進事業と連携した農地整備による土地利用の整序化を検討する。 

 

② 代替地の確保等により早期の営農再開を実現する 

・ 代替地を確保することにより早期の営農再開を実現し、さらに高度な栽培管理システムの導

入等により産地復興を実現する。 

 

③ 新たな担い手への農地の利用集積により農地の有効活用を図る 

・ 法人の設立等により、新たな地域農業の担い手を確保する。 

・ 農地中間管理機構を活用し、担い手へ農地を集積することで、離農者の農地の耕作放棄地・遊

休化を防ぎ、農地の有効活用を図る。 

たが、2011 年 10月までに内陸部の耕作放棄地を代替地として確保し、国の農業生産対策交付金を

活用してパイプハウスを整備し、11月から震災前の２割の面積で土耕栽培によりいちごの生産・出

荷を再開した。2012 年から亘理町・山元町が復興交付金を活用して７団地の用地を造成、栽培用ハ

ウス（40.6ha）を整備し、51戸が 2013 年９月から営農を再開した。この新しいいちご団地では、

農家の作業効率を高めるため、床面から約１ｍの高さにプランターを設置し、肥料を溶かした養液

を与えて栽培する高設養液栽培という新しい生産方式を導入した。さらに、いちご選果場が完成し

いちごの生産が軌道に乗り、本格的に営農を再開、2018 年には出荷額が震災前を上回った（事例 

44-１）。 

 

・農事組合法人の設立による担い手への農地の利用集積（課題③） 

  宮城県仙台市の仙台東地区荒浜集落は、震災前は兼業農家が多く、農業法人等が中心となって農

作業を受託していた。震災を期に、中心となっていた法人が解散したことから、農地を引き継ぐ新

たな受け皿が必要となった。当時、仙台東地区では国の直轄事業として農地の大区画化（30a→90a）

が行われることとなっていたことから、農地利用のあり方についても検討課題となっていた。 

集落内で話し合いを重ねた結果、兼業農家 41戸が中心となり JAが共同出資する農事組合法人せ

んだいあらはまを 2015 年１月に設立した。せんだいあらはまは、農家一人一人と利用権設定を行

うのではなく、農地中間管理事業を活用して荒浜集落全体 120haのうち 88%の農地を集積、集約化

した。大区画化されたほ場においては、大型機械を導入し、水稲、大豆、麦の低コストでの栽培や

育苗ハウスによるミニトマト等高収益作物の栽培に取り組むなど、大規模農業を展開している(5)(6)。 
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